　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 調査報告書１－１　
建築基準法第１２条第５項の規定に基づく
既存建築物調査結果報告書
　　年　　月　　日
特　定　行　政　庁　　殿
	　調 査 者
(設 計 者)
	事務所名
所在地

	：　　　　　　　　　　　　　　級建築士事務所（　　　　　　）知事登録第　　　　　　号
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX　
                                                  Mail 

	
	氏名・資格

	：　　　　　　　　　　　級建築士　　（□大臣・□知事）登録第　　　　　　号　　　

	　申 請 者
(建 築 主)
	住所

	：


	
	氏名
	：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	
	


既存建築物の調査を実施した結果、建築基準関係規定において、下記のとおり、
（ □現行法適合建築物 ・ □既存不適格建築物 ）であることを確認したことを報告します。
記
	建築場所
	
	着工年
	新築  　　年
（□確定・□推定）
増築　　　年
（□確定・□推定）

	建物名称
	

	建築物の
履歴
	新築
	確認済証
	□有（   　  年  　 月　　 日 第　　　　　　　号）・ □無

	
	
	中間検査済証
	□有（    　 年　 　月　　 日 第 　　　　　　 号）・　□無　・ □適用外
検査対象特定工程（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

	
	
	完了検査済証
	□有（   　　年　 　月　　 日 第　　　　　　　号）・ □無

	
	
	確認・検査機関名
	□建築主事・□指定確認検査機関（　　　　　　　　　　　　　　　 　　）

	
	増築
大規模修繕等
	確認済証
	□有（  　 　年　　 月　　 日 第　　　　　　　号）・ □無

	
	
	中間検査済証
	□有（  　　 年 　　月　　 日 第 　　　　　　 号）・　□無　・ □適用外
検査対象特定工程（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　）

	
	
	完了検査済証
	□有（  　　 年　 　月　　 日 第　　　　　　　号）・ □無

	
	
	確認・検査機関名
	□建築主事・□指定確認検査機関（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	着工時の法令等の適合
	・すべての法令等に適合　・法令等に不適合の部分がある。（詳細は調査報告書１－２による）

	着工時以降の改正法令等適合
（詳細は調査報告書１－２による）
	・すべての改正法令等に適合
・緩和規定（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）により現行法適合
・昭和・平成・令和　　　年　法・令・告示　　　　　　条・号により既存不適格

	被災の有無
	有（被災内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　（初　　見：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	無

	構造体の
現況
	著しい劣化
	有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　・　無

	
	着工時の法令に抵触する改変
	有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　・　無

	総合所見
	　

	耐震診断の有無
	□診断なし　□診断あり　（　□一次診断　，　□二次診断　，　□精密診断　）


※ 該当するすべての欄を記入してください。
※ 建築物の履歴・着工時の法令等の適合・着工時以降の改正法令等適合欄について、増築が複数ある場合には、別紙に記載してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 調査報告書１－２　
法 令 等 適 合 状 況 表
※　着工時以後のすべての改正法令等の適合状況について、記入してください。
※　必要に応じて、適合状況を証明する書類等を添付してください。
	元　号
	年
	対象法令等
	条・号
	適　合：○
適用外：－
不適格：△
	備　考

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第19条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・■令・□告示
	第37条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・■令・□告示
	第38条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・■令・□告示
	第39条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・■令・□告示
	第40条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・■令・□告示
	第41条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・■令・□告示
	第42条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・■令・□告示
	第43条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・■令・□告示
	第44条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・■令・□告示
	第45条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・■令・□告示
	第46条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・■令・□告示
	第47条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・■令・□告示
	第48条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・■令・□告示
	第49条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第22条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第23条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第25条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第26条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第28条1項
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第28条2項
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第28条3項
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第28条の2
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第29条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第30条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第31条1項
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第31条2項
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第32条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第34条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第35条
	
	


	元　号
	年
	対象法令等
	条・号
	適　合：○
適用外：－
不適格：△
	備　考

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第35条の2
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第35条の3
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第36条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第37条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第40条
	
	都安全条例

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第41条の2
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第43条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第48条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第52条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第53条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第55条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第56条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第56条の2
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第58条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第61条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第62条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第63条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第64条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第65条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第68条の2
	
	地区計画条例

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	第68条の4
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	消防法第9条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	消防法第9条の2
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	ガス事業法第162条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	水道法第16条
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	下水道法第10条第1項
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	■法・□令・□告示
	浄化槽法第3条の2第1項
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・□令・□告示
	第
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・□令・□告示
	第
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・□令・□告示
	第
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・□令・□告示
	第
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・□令・□告示
	第
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・□令・□告示
	第
	
	

	□昭和・□平成・□令和
	
	□法・□令・□告示
	第
	
	


　調査報告書２－木造（意匠・設備）
■既存建築物の概要等
	設計図書等
の有無
	意　匠　図
	□有 ・ □無
	壁量計算書
	□有 ・ □無
	構　造　図
	□有 ・ □無

	
	構造計算書
	□有 ・ □無
	その他資料（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　）

	建築物概要
	構造種別
	□在来・□枠組壁工法・□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	階　　数
	地上　　階・地下　　階・搭屋　　階
	最高の高さ
	ｍ
	軒の高さ
	ｍ

	
	敷地面積
	交付時
	㎡
	建築
面積
	交付時
	㎡
	延べ
面積
	交付時
	㎡

	
	
	現　況
	㎡
	
	現　況
	㎡
	
	現　況
	㎡

	
	地域地区
	交付時
	
	指定
建ぺい率
	交付時
	％
	指定
容積率
	交付時
	％

	
	
	
	
	
	現　行
	％
	
	現　行
	％

	
	
	現　行
	
	建ぺい率
	交付時
	％
	容積率
	交付時
	％

	
	
	
	
	
	現　行
	％
	
	現　行
	％

	
	主要用途
	

	
	設計者
	
	□不明

	
	監理者
	
	□不明

	
	施工者
	
	□不明


※　「交付時」欄は、既存建築物の検査済証交付時（検査済証の交付を受けていない場合は確認済証交付時、
確認済証の交付を受けていない場合は着工時）について記入してください。
※　「建築物概要欄」について、増築が複数回ある場合には、別紙にて記載してください。
■木造外観等調査
	調　査　項　目
	調　査　結　果

	敷地内の通路等
	□適用有（□適　　□否（　　　　　　　　　　　　　　））　□適用無

	共同住宅等の主要な出入口からの通路等
	□適用有（□適　　□否（　　　　　　　　　　　　　　））　□適用無

	窓先空地及び屋外通路
	□適用有（□適　　□否（　　　　　　　　　　　　　　））　□適用無

	外壁、軒裏及び外壁の開口部で延焼の
おそれのある部分の防火対策の状況
	□適用有（□適　　□否（　　　　　　　　　　　　　　））　□適用無

	屋根の防火対策の状況
	□適用有（□適　　□否（　　　　　　　　　　　　　　））　□適用無

	防火区画の状況（区画に対応した防火設備の設置、作動状況を含む）
	□適用有（□適　　□否（　　　　　　　　　　　　　　））　□適用無

	特殊建築物等の内装の状況
	□適用有（□適　　□否（　　　　　　　　　　　　　　））　□適用無

	居室の採光及び換気の状況
	□適用有（□適　　□否（　　　　　　　　　　　　　　））　□適用無

	石綿等を添加した建築材料の状況
	□適用有（□適　　□否（　　　　　　　　　　　　　　））　□適用無

	避難施設等の状況
	□適用有（□適　　□否（　　　　　　　　　　　　　　））　□適用無

	排煙設備等の状況
	□適用有（□適　　□否（　　　　　　　　　　　　　　））　□適用無

	その他設備（非常用の進入口、非常用エレベーター、非常用の照明装置等）の状況
	□適用有（□適　　□否（　　　　　　　　　　　　　　））　□適用無


■その他特記事項等（意匠・設備）
	　


　調査報告書２－木造（構造）　
※　調査に伴う写真等を添付してください。
■木造外観等調査（構造）
	調　査　項　目
	調　査　結　果

	基　礎
	ひび割れ・剥落等
	□非常に多い　　□多い　　□やや多い　　□少ない　　□ほとんどなし

	
	鉄筋の腐食状況
	□有　→　□鉄筋の露出　　□錆汁発生

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（所見：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□無

□鉄筋なし

	外壁等
	ひび割れ・剥落等
	□非常に多い　　□多い　　□やや多い　　□少ない　　□ほとんどなし

	建築物の傾斜
	□有

（所見：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□無

	筋交い・耐力壁の位置・種別
	□筋交い・耐力壁　有　□種別：
（所見　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□筋交い・耐力壁　無

	接合金物（筋交い端部、柱頭・柱脚）の有無・形状
	□有

（所見：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□無

	不同沈下

目視により不同沈下なしと判断した場合、

レベル測定の必要なし
	□有（相対沈下量：　1　／　　　　程度）

　→　□進行性　　□非進行性

□無


■設計図書と現況の相違箇所

	□有（相違箇所と状況を具体的に記入してください。）

　

□無


■その他特記事項等（構造）
	　


　　調査報告書３　
■既存建築物材料等調査
	コンクリート
	普　通
	杭
	Fc：□18・□21・□24・□27・□30・□（　　　）N/mm2
	□確定・□推定

	
	
	基　礎
	Fc：□18・□21・□24・□27・□30・□（　　　）N/mm2
	□確定・□推定

	
	
	階～　　階
	Fc：□18・□21・□24・□27・□30・□（　　　）N/mm2
	□確定・□推定

	
	
	階～　　階
	Fc：□18・□21・□24・□27・□30・□（　　　）N/mm2
	□確定・□推定

	
	
	( 　　　　 )
	Fc：□18・□21・□24・□27・□30・□（　　　）N/mm2
	□確定・□推定

	
	軽　量（1種・2種）

	Fc：　　N/mm
	Fc：　　N/mm
	設計比重
	
	□確定・□推定

	
	PCa・PC・HPCa・（　）
/
・
	Fc：　　N/mm
	Fc：　　N/mm
	使用箇所

	
	□確定・□推定

	鉄　　筋
	種　　　　類
	径
	使　用　箇　所
	

	
	丸鋼
	□SR235・295
	D　　～D
	
	□確定・□推定

	
	異形鉄筋
	□SD295
	D　　～D
	
	□確定・□推定

	
	
	□SD345
	D　　～D
	
	□確定・□推定

	
	
	□SD390
	D　　～D
	
	□確定・□推定

	
	
	□
	D　　～D
	
	□確定・□推定

	
	高強度せん断補強筋
	
	
	
	□確定・□推定

	
	溶接金網
	
	
	
	□確定・□推定

	鉄　　骨
	種　　　　類
	使　用　箇　所
	現 場 溶 接
	

	
	□SS400・□SM400・□SM490
	
	□有 ・ □無
	□確定・□推定

	
	□SN400（□A・□B・□C）
	
	□有 ・ □無
	□確定・□推定

	
	□SN490（□B・□C）
	
	□有 ・ □無
	□確定・□推定

	
	□STKR400・□STKR490
	
	□有 ・ □無
	□確定・□推定

	
	□BCR295・□BCP235
	
	□有 ・ □無
	□確定・□推定

	
	□SSC400
	
	□有 ・ □無
	□確定・□推定

	
	□
	
	□有 ・ □無
	□確定・□推定

	ボルト
	□高力ボルト（□F8T・□F10T・□S10T）
	□中ボルト（M　　　　　　　　　　　 ）
	□確定・□推定

	
	□アンカーボルト
	□頭付スタッドボルト（φ　　　　　　 ）
	

	認定材料
	
	
	□確定・□推定

	
	
	
	□確定・□推定

	
	
	
	□確定・□推定


■基礎調査
	支持地盤
	□表土　　□ローム　　□砂礫
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□改良地盤（工法：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	GL－　　　　m
	□確定・□推定

	直接基礎
	□べた基礎　 □布基礎 　□独立基礎
	□確定・□推定
	地耐力　　　kN／㎡
	□確定・□推定

	杭基礎
	□既成杭（建設当時の杭材メーカーがJIS製造工場）
	□確定・□推定

	
	□RC杭　　□PHC杭　　□PRC杭　　□SC杭　　□鋼管杭　　□木杭
□場所打ちコンクリート杭
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	


次の該当する事項を調査してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査報告書４ 
■コンクリートの強度調査等（※写真及び試験成績書等を添付すること）
	適用：○
適用外：－
	調　査　項　目
	備　　　考

	
	シュミットハンマーによる強度試験
	原則3個所以上

	
	圧縮強度試験
（原則、コンクリートコアによるもの）
	原則各階ごと、各施工時期ごとに3本以上

	
	中性化深さ試験
	

	
	塩化物量の検査
	


■鉄筋の調査（※写真及び試験成績書等を添付すること）
	適用：○
適用外：－
	調　査　項　目
	備　　　考

	
	はつり調査による径、本数、ピッチ、加工状態、かぶり厚さ等の確認

	・各階ごとに柱、はり、耐力壁から１箇所以上
・鉄筋探査機等の使用可能

	
	圧接部分の超音波探傷試験
	・補修、解体時に圧接部分が現れるなど、
　調査可能な場所のみ
・資格所有者が試験を行うこと


■鋼材の調査（※写真及び試験成績書等を添付すること）
	適用：○
適用外：－
	調　査　項　目
	備　　　考

	
	鋼材等の材質試験
	・柱、はり

	
	溶接部の検査
	・検査率30％程度
　　UT検査 ：完全溶込み溶接部
外観検査：隅肉溶接部、突合せ溶接部
・資格所有者が検査を行うこと


■部材、接合金物の調査（※写真を添付すること）
	適用：○
適用外：－
	調　査　項　目
	備　　　考

	
	部材断面・寸法等の計測
	所要構造部材ごとに調査すること
　（基礎、柱、はり、耐力壁等）


■設計図書と現況の相違箇所
	　（耐震壁及び開口部の位置、使用部材、用途変更等、具体的に記載すること）


■その他特記事項等
	　


次の該当する事項を調査してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査報告書５ 
■コンクリートの強度調査等（※写真及び試験成績書等を添付すること）
	適用：○
適用外：－
	調　査　項　目
	備　　　考

	
	シュミットハンマーによる強度試験
	原則各階ごと、各施工時期ごとに3本以上

	
	圧縮強度試験
（原則、コンクリートコアによるもの）
	原則各階ごと、施工時期ごとに3本以上

	
	中性化深さ試験
	

	
	塩化物量の検査
	


■鉄筋の調査（※写真及び試験成績書等を添付すること）
	適用：○
適用外：－
	調　査　項　目
	備　　　考

	
	はつり調査による径、本数、ピッチ、加工状態、かぶり厚さ等の確認
はつり調査によるもの）
	・各階ごとに柱、はり、耐力壁から３箇所以上
・鉄筋探査機等の使用可能

	
	圧接部分の超音波探傷試験
	・補修、解体時に圧接部分が現れるなど、
　調査可能な場所のみ
・資格所有者が試験を行うこと


■鋼材の調査（※写真及び試験成績書等を添付すること）
	適用：○
適用外：－
	調　査　項　目
	備　　　考

	
	鋼材等の材質試験
	・柱、はり

	
	溶接部の検査
	・検査率50％程度
　　UT検査 ：完全溶込み溶接部
外観検査：隅肉溶接部、突合せ溶接部
・資格所有者が検査を行うこと


■部材、接合金物の調査（※写真を添付すること）
	適用：○
適用外：－
	調　査　項　目
	備　　　考

	
	部材断面・寸法等の計測
	所要構造部材ごとに調査すること
　（基礎、柱、はり、耐力壁等）


■設計図書と現況の相違箇所
	　（耐震壁及び開口部の位置、使用部材、用途変更等、具体的に記載すること）


■その他特記事項等
	　


